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２ ０ １ ９ 年 度 （ 平成３１年度）予算編成方針 

 

我が国の経済の状況は、緩やかな回復基調が続いており、先行きについては、雇

用・所得環境の改善が続くなかで、各種政策の効果もあって緩やかな回復が続くこと

が期待される。 

こうした中、政府は、「経済財政運営と改革の基本方針２０１８」を平成３０年

６月に閣議決定し、少子高齢化という最大の壁に立ち向かい、持続的な経済成長を実

現していくため、人づくり革命及び生産性革命を実現・拡大し、潜在的な経済成長を

実現していくとともに、成長と分配の好循環の拡大を目指し、２０１９年１０月１日

における消費税率の１０％への引上げを確実に実現できる経済環境を整備するととも

に、消費税率引上げによる需要変動の平準化に万全を期すとしている。 

国の２０１９年度（平成３１年度）予算編成においては、前回、平成２６年４月

の消費税率の引上げの経験も踏まえ、２０１９年１０月１日における消費税率引上げ

に伴う需要変動に対して機動的な対応を図る観点から、歳出改革の取組を継続すると

の方針とは別途、臨時・特例の措置を２０１９・２０２０年度当初予算において講ず

ることとする。その具体的な内容については、２０１９年１０月１日に予定されてい

る消費税率引上げの需要変動に対する影響の程度や経済状況等を踏まえ、各年度の予

算編成過程において検討するとしている。 

２０１９年度（平成３１年度）予算は、新経済・財政再生計画における社会保障

改革を軸とする基盤強化期間の初年度として、社会保障関係費や非社会保障関係費等

について歳出改革の取組を継続するとの方針に沿った予算編成を行い、無駄な予算を

排除するとともに、真に必要な施策に予算が重点配分されるよう、厳格な優先順位付

けを行い、メリハリのついた予算にするとしている。 

本市の財政状況は、平成２９年度決算では経常収支比率が８３．８％となり前年

度に比べ０．７ポイント改善した。これは、経常経費については依然として増加が続

いているが、法人市民税の増などの経常一般財源の増加によるものである。 

昨今の世界経済における通商問題の動向により国内の経済動向も大きく変動する

可能性があり、消費税率引上げ後の需要変動や設備投資の減少により法人市民税及び

固定資産税の減収が懸念されるなど、依然として先行きが不透明な状況となっている。 

特に、税制改正による法人市民税の税率引き下げの影響を受け、市税を安定して
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見込むことは困難であり、また、インフラ施設を含めた公共施設の老朽化に伴う維持

補修費や高齢化の進展に伴う社会保障経費の増等による経常経費の増加や将来のまち

づくりを見据えた大規模建設事業の増加により、近年、財政調整基金を取り崩した予

算を編成しており、今後においても、厳しい財政状況となることが懸念される。 

そのため、事業の有効性や効率性について施策評価の結果等を精査したうえで、

各事務事業を厳しく見直し、経費全般の節減と合理化を進めるとともに、東海市働き

方改革行動計画に基づき、職員の意識改革を推進し、業務の効率化を進めることで、

経常経費等の抑制・削減を図り、長期的な展望に立った財政運営に努める必要がある。 

このような状況下で、地震や浸水などの自然災害に対する防災対策、下水道整備

を始めとする都市基盤整備などに加え、第６次東海市総合計画に掲げる「ひと 夢 つ

なぐ 安心未来都市」の実現に向けた施策を推進していくための財源を確保する必要

がある。また、財政健全化法により一般会計だけでなく、特別会計・企業会計・市の

出資する公社等を含めた市全体としての財政の健全化が求められており、このために

も、第６次東海市行政改革大綱に基づき、行政資源の再配分・最適化を徹底し、予算

の重点化、既存事業の見直しによる事業の再構築、限られた財源の効率的、重点的な

活用を図っていくこととする。 

２０１９年度（平成３１年度）予算編成に当たっては、総合計画の五つの理念と

６分野・３８のめざすまちの姿の実現を目指すとともに、本市が市制５０周年を迎え

る中で、次の５０年先を見据えたまちづくりの基礎を構築できるよう、行政資源の効

果的な活用と各施策の着実な展開を図るものとし、本市を取り巻く環境においては、

東京オリンピック・パラリンピックの開催、新東名高速道路や名古屋環状２号線の全

線開通、アジア大会の開催、リニア中央新幹線の東京・名古屋間の開通等により、今

後、人やモノの流れが大きく変わる大型プロジェクトが予定されていること、また、

コンパクトなまちづくりの推進に向け、１０年先、２０年先を見据えて適切に対応す

る必要があることから、長期的展望に立ち、ハード・ソフト両面とも将来的な投資効

果が見込まれ、かつ、より市民満足度の向上につながるよう次に掲げる方針に沿った

事務事業に対し優先的に予算措置することとする。 

・市制施行５０周年を記念し、これまで積み重ねてきた歴史、先人の偉業を振り

返るとともに、次の５０年を展望し、次世代へ継承していくことで、まちの成長

の好循環を生み出すよう、更なる飛躍を図る契機となる事業 
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・鉄道駅周辺を中心とした拠点の整備と、西知多道路の整備促進に合わせて、周

辺地域の土地の有効活用につながる事業 

・産業振興とにぎわい拡大、インバウンド（訪日外国人旅行）を中心とした観光

誘客による交流人口拡大を市内全域に広げ、まちの魅力や活力を高める事業 

・安心して子どもを産み、育て、また、女性が社会進出できるよう、総合的な女

性の活躍支援につながる事業 

・だれもが健康で生きがいのある生活の実現につながる事業 

・将来を見据えた、まちづくりに必要となる人材の育成と、子どもたちが夢と希

望を育む環境を充実させる事業 

・市民の防災・減災意識の高揚を図るとともに、「１００㎜/h 安心プラン」の推

進など、自然災害に対するハード・ソフトの両面から防災力を高めていく事業 

・公共施設等の長寿命化・複合化（統廃合）・広域化及び民間活力の活用など、

効果的・効率的な公共施設等の運営につながる事業 

また、将来にわたる持続可能なまちづくりのため、財政基盤を強化していくこと

が必要であることから、歳入では、国県補助金に関する情報収集や手数料等の受益者

負担の適正化等に努めるなど、財源の確保を積極的に行うこととする。歳出では、施

策等の評価を踏まえて、職員自らが事務事業の有効性を判断し、良好な市民サービス

の提供と市民満足度の向上につなげていけるよう事務事業の改革及び業務改善を実施

していくものとする。さらに、事業の合理化及び効率化に努めるとともに、各施策に

対する貢献度により事業の優先順位の精査を行うこととし、法令等で定められた経常

的な経費であっても裁量のある経費については徹底的に無駄を排除し、真に必要な経

費のみを要求するものとし、積極的に経常経費の削減を図ることとする。 

なお、新規事業等の要求に当たっては、必要性、費用対効果などを検討し、国県

補助金等の財源確保に努めるとともに、既存事務事業の廃止又は縮小により財源を生

み出すことを原則とし、公共施設等の新設、更新、機能増進のためのリニューアル等

に当たっては、公共施設等総合管理計画及びＰＦＩ等活用指針に基づき、長寿命化・

複合化・広域化及び民間活力の活用など、効果的・効率的な公共施設等の整備等を推

進することとする。 

予算要求に当たっては、前述の諸事情を踏まえ、最小の経費で最大の効果が得ら

れるよう、下記の注意事項に従って、要求すること。 
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記 

Ⅰ 一般的事項 

１ 総計予算主義の原則を踏まえ、年間を通した予算を見積もるもので、歳入につい

ては制度上可能な財源の確保に最善の努力を払い、歳出については合理的、効率的

な行政活動が発揮できるよう検討し、適正かつ詳細な積算に基づく見積書を作成す

ること。 

また、単年度のみの考えではなく、将来への展望を見据えた計画的な予算となる

よう注意すること。 

２ 予算編成に当たり、実施計画を基本とし、施策ごとの事業費を課等別に集計し、

実施計画に設定された事業から特別会計への繰出金及び一部事務組合への負担金を

除いた事業費を「実施計画事業費」、市制５０周年記念関連事業を「５０周年関連

事業」、実施が法令等で義務づけられている事業を「義務的経費」、施設等の管理

に必要な経費を「施設管理経費」、特別会計への繰出金及び一部事務組合への負担

金を「他会計繰出金等」、これら以外の「その他経費」に区分し、平成３０年度当

初予算ベースに算定し、一般財源を各部へ配分する。 

なお、平成３０年度当初予算編成時から、一般財源ベースでの配分に変更するこ

ととしため、経常経費等の抑制・削減はもちろんのこと、事業の見直しによる廃

止・削減を図るとともに、国県補助金だけではなく、民間資金の活用など新たな財

源の確保に努めることにより、配分した一般財源の額の範囲内で要求すること。 

「実施計画事業費」、「５０周年関連事業」については、実施計画に設定された

事業を基本とし、配分した額以内で要求すること。ただし、配分額を超えて要求す

る場合は、理由等を明確にした上で要求すること。 

「義務的経費」、「施設管理経費」及び「他会計繰出金等」については、各々配

分した額以内で要求すること。ただし、配分額を超えて要求する場合は、理由等を

明確にした上で要求すること。 

「その他経費」については、新規事業の要求にあたっても配分した額以内で要求

すること。ただし、真にやむを得ず、配分額を超えて要求する場合は、理由等を明

確にした上で要求すること。 

要求にあたっては、「実施計画事業費」、「５０周年関連事業」、「義務的経

費」、「施設管理経費」、「他会計繰出金等」及び「その他経費」のそれぞれで、
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部等の単位で一覧表を作成することとし、「実施計画事業費」及び「その他経費」

については、それぞれ優先順位を付すこと。 

また、今後の経済状況や制度改正により、見込額が増減することも予想されるた

め、配分額がそのまま予算として確保されるものではないので、注意すること。 

３ 行政改革大綱推進計画の推進項目となっているものは、年次計画に基づき、管理

目標を達成するために必要な検討を行い、検討内容を反映した予算要求をすること。 

４ 法令、条例、規則等に基づく予算要求を行うとともに、その内容を的確に把握し、

不適切な運用とならないようにすること。制度の改正によるものは、旧制度と新制

度との比較をして変更部分を明確にし、根拠条文等を予算見積書の事業概要欄に記

載すること。 

また、新たに根拠を必要とする事業にあっては、条例及び規則については総務法

制課と、要綱については財政課と、複数の課等が関連する事務事業等にあっては関

係各課等と事前に調整し、予算要求と整合を図ること。 

なお、総務法制課及び財政課との調整については、制定案又は改正案等をもって

調整すること｡ 

５ 議会の要望事項、監査の指導事項、政策推進会議での指示・検討事項、前年度予

算査定時及び予算執行時での検討事項等については、趣旨、内容を十分把握し、適

正に処理した要求とすること。 

６ 国及び県における今後の動向に注意し、最新の情報収集に努め、補助金について

は的確な交付見込額を掌握し、歳出においては単独分と補助分、法令等に基づく義

務的経費と、それ以外の経費を明確に区分すること。予算要求後においても国県補

助負担金の制度変更などが判明した場合は、事業の見直し等を検討した上で資料等

を提出すること。 

  また、後年度負担となるような事業補助金については慎重に検討すること。 

なお、国県補助負担額が削減となった事業については、安易な継続を慎み、再度

見直しを行い、交付率等で削減されたものについては、事業費の減額に努め、補助

対象事業でなくなったものについては、事業を廃止すること。やむを得ず従来どお

りの事業を継続する場合は、削減できない理由等を予算見積書の事業概要欄に記載

すること。 

７ 広域的な調整を必要とする事業については、企画政策課と連携して５市５町等の



― 6 ― 

調整を図るとともに、その結果に基づき事前に方針決定を受けておくこと。 

なお、要求する場合は、他市等の状況が分かる資料を提出すること。 

８ 各種施策について、近隣他団体の状況を調査比較し、突出した行政サービスとな

っているものは見直しを検討すること。 

９ 地震防災対策のため、所要の経費を計上する場合は、防災危機管理課の作成した

防災・減災対策事業実施計画に沿った要求をすること。 

10 建築、土木関係事業費については、あらかじめ建築住宅課、土木課等と十分協議

し、適正な要求をすること。 

   特に、公共建築物の管理保全に伴う維持補修については、建築住宅課と事前に協

議し、要求をすること。 

11 下水道の供用開始に関連する経費については、下水道課と調整し、計上漏れのな

いようにすること。 

12 関係部課等相互の連絡を密にして、事業が競合しないよう調整を図ること。 

特に、同種の講座や教室を開催する場合は、関係各課等や各種団体等で協議し、

統合に向けて検討すること。 

なお、関係部課等間で未調整の事業又は重複要求の事業などは、全てゼロ査定と

するので注意すること。 

13 指定管理者制度第４次導入に伴い、新たに３１年度から５年間の指定管理料の債

務負担行為（１２月補正予定）の設定が予定されているので、３１年度分の指定

管理料の計上誤りがないよう注意すること。 

14 土地開発公社又は土地開発基金での土地購入または、土地開発公社又は土地開発

基金からの土地の吸い上げを予定している場合は、事前に財政課と協議すること。 

15 東海市シルバー人材センターで可能な業務については、同センターを積極的に利

用すること。 

16 障害者優先調達推進法に基づく調達方針により、市内の障害者就労施設等から来

年度の物品等の購入に努めること。 

17 新規及び増額の補助金等は、原則として認めないが、やむを得ず要求する場合は、

事前に補助金交付要綱案により財政課と調整したうえで要求すること。 

18  公共工事コスト縮減に積極的に取り組んだ要求内容とすること。 

19 まちづくり協働推進事業については、積算基準に基づき適正に見積もること。 
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20 計画的に購入している物品については、現在の保有数量と今後の購入計画を年度

ごとに予算見積書に記載すること。 

21 エネルギーの使用の合理化を図るため、第４次東海市庁内等環境保全率先行動計

画に配慮した予算要求をすること。 

22 特別会計については、その設置目的に従い、独立採算制を前提に一般会計に準じ

て見積もること。 

23 消費税については、課税対象のものは消費税を適切に転嫁して積算し、消費税率

の引上げ及び軽減税率制導入に係る注意事項(キャビネット：財政課＞予算編成・

債務負担管理システム関係）及び別途通知を参考に要求すること。  

なお、２０１９年（平成３１年）１０月から税率が１０％に引き上げられるた

め、１０月以降に完了予定の事業等については、経過措置等に充分留意し、改正

後の税率（１０％）により適切に積算するとともに、導入される軽減税率制度に

ついても対象品目等に留意すること。 

24 複数年にわたるハード及びソフト事業において、現在実施している事業であって

も目的、必要性、実施時期を十分に考慮したうえで事業規模の縮小、廃止について

再検討すること。また、試行的に実施している事業については、効果、必要性の検

証結果を示したうえで要求すること。 

25 投資的（ハード）事業については、今後のスケジュール及び総事業費を予算見積

書等に記載すること。 

26  提出に当たっては、各部・課等の長が十分内容を精査、調整したうえ、提出期限

である１１月６日（火）正午までに必ず提出することとし、予算査定時に追加で

要求することがないよう注意すること。 

 


